
                                   

                  

【 参考３ 】 根拠規定等 
 

公営住宅法 

 

（ 家賃の決定）  

第十六条 公営住宅の毎月の家賃は， 毎年度， 入居者から の収入の申告に基づき， 当該入 

 居者の収入及び当該公営住宅の立地条件， 規模， 建設時から の経過年数その他の事項に 

 応じ ， かつ， 近傍同種の住宅の家賃（ 次項の規定により 定めら れたも のをいう 。 以下同 

じ 。） 以下で， 政令で定めると こ ろにより ， 事業主体が定める。 ただし ， 入居者から の 

収入の申告がない場合において，第三十四条の規定による請求を行っ たにも かかわら ず， 

公営住宅の入居者がその請求に応じ ないと き は， 当該公営住宅の家賃は， 近傍同種の住

宅の家賃と する。  

２  前項の近傍同種の住宅の家賃は， 近傍同種の住宅（ その敷地を含む。） の時価， 修繕  

 費， 管理事務費等を勘案し て政令で定めると こ ろにより ， 毎年度， 事業主体が定める。  

３  第一項に規定する入居者から の収入の申告の方法については，国土交通省令で定める。 

４  事業主体は， 第一項の規定にかかわら ず， 病気にかかっ ているこ と その他特別の事情 

 がある場合において必要があると 認めると きは， 家賃を減免するこ と ができる。  

５  前各項に規定する家賃に関する事項は， 条例でさ だめなければなら ない。  

 

 

広島県営住宅設置， 整備及び管理条例 

 

（ 家賃の減免又は徴収猶予）  

第十五条 知事は， 次の各号のいずれかに掲げる特別の事情がある場合においては， 家賃 

の減免又は徴収の猶予を必要と すると 認める者に対し て， 別に定めると こ ろにより ， 当 

該家賃の減免又は徴収の猶予をするこ と ができる。  

 一 入居者（ 同居者を含む。 以下こ の条において同じ 。） の収入が著し く 低額であると  

き。  

 二 入居者が病気にかかっ たと き。  

 三 入居者が災害により 著し い損害を受けたと き。  

 四 その他知事が特に必要があると 認めると き。  
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県営住宅家賃減免等の基準及び事務取扱要領 

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の要領は， 広島県県営住宅設置及び管理条例（ 平成９ 年広島県条例第 13 号。 以

下「 条例」 と いう 。） の規定に基づき， 家賃及び敷金の減免又は徴収猶予を行う 場合の基

準等を定めるこ と により ， 住宅管理の適正を図るこ と を目的と する。  

（ 家賃の減免の基準）  

第２ 条 条例第 15 条の規定による家賃の減免は，次の各号のいずれかに該当し ，家賃の納

付が著し く 困難であると 認めら れるも のについて行う こ と ができる。  

 一 入居者が生活保護法（ 昭和 25 年法律第 144 号） の規定による生活保護を受けてい

ると き 

   家賃が生活保護法に基づく 住宅扶助と し て認定さ れた額（ 以下「 住宅扶助認定額」

と いう 。） を超える場合はその超える額の範囲内で減免するこ と ができる。  

減免の額の範囲＝家賃－住宅扶助認定額 

   ただし ， 生活保護受給者が疾病による入院加療のため， 住宅扶助の支給を停止さ れ

た場合は， その停止さ れた期間に応じ 家賃を免除するこ と ができる。  

 二 入居者の収入が著し く 低額であると き 

   入居者の最近１ 年間の平均月額収入が， 生活保護法に基づく 生活扶助基準額及び教

育扶助基準額の合計額に生活扶助基準額（ 基準生活費に限る。） の 30 パ－セント に相

当する額と 家賃を加えた額（ 10 円未満は切捨と する。 以下「 減免基準額」 と いう 。）

に満たない場合で， 将来にわたっ て収入の増加の目途がたたない場合は， その満たな

い額の範囲内で次のと おり 減免するこ と ができる。ただし ，特別の事情がある場合は，

こ の減免率を超えて減免するこ と ができる。  

減免基準額に満たない額の減免基準額に対する割合 減免率 

       ５ ％未満 10％ 

５ ％以上   10％未満 20％ 

10％以上   15％未満 30％ 

15％以上   20％未満 40％ 

20％以上   30％未満 50％ 

30％以上   40％未満 60％ 

40％以上 70％ 

 三 入居者が疾病にかかっ たと き 

   入居者が３ 月以上の療養を要する疾病にかかっ た場合で， 入居者の最近１ 年間の平

均月額収入から ， その療養に要し た平均月額実費を差し 引いた額が減免基準額に満た

ない場合は， その満たない額の範囲内で前号に準じ て減免するこ と ができる。  
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四 入居者が災害により 著し い損害を受けたと き 

   入居者が水害， 火災その他こ れら に類する災害により ， 容易に復旧し がたい損害を

受けた場合で， 入居者の最近１ 年間の平均月額収入から 生活必需品を復旧するに要す

る費用の 12 分の１ を差し 引いた額が減免基準額に満たない場合は， その満たない額

の範囲内で第２ 号に準じ て減免するこ と ができる。  

 五 県内の市町が設置する住宅の入居者が当該住宅の用途廃止に伴い県営住宅に移転し

たと き 

県内の市町が公営住宅法（ 昭和 26 年法律第 193 号） に基づき， 国の補助又は無利子

の貸付けを受けて建設， 買取り 又は借上げを行い， 住民に賃貸し ， 又は転貸するため

に設置する住宅及びその附帯施設の用途の廃止に伴い， 当該住宅の入居者を県営住宅

に入居さ せる場合において， 新たに入居する住宅の家賃が従前の住宅の最終の家賃を

超えるこ と と なり ， 当該入居者の居住の安定を図るため必要があると 認めると き は，

新たに入居し た住宅の家賃の額から 従前の住宅の最終の家賃の額を控除し た額に次の

表の上欄各項に定める入居期間の区分に応じ てそれぞれ下欄各項に定める率を乗じ た

額を減免するこ と ができる。  

入居期間 率 

１ 年以下の場合 ６ 分の５  

１ 年を超え２ 年以下の場合 ６ 分の４  

２ 年を超え３ 年以下の場合 ６ 分の３  

３ 年を超え４ 年以下の場合 ６ 分の２  

４ 年を超え５ 年以下の場合 ６ 分の１  

 六 その他知事において特別の事情があると 認めたと きは， 前各号に準じ て減免するこ

と ができる。  

 （ 家賃の徴収猶予の基準）  

第３ 条 条例第 15 条の規定による家賃の徴収猶予は， 前条第２ 号， 第３ 号， 第４ 号及び第

６ 号の理由により 家賃の納付が困難な場合で， 近い将来， 家賃の支払能力が回復すると

認めら れる場合に行う こ と ができる。  

 （ 収入超過者又は高額所得者の家賃の減免及び徴収猶予の基準）  

第４ 条 条例第 29 条第２ 項又は第 31 条第３ 項の規定による収入超過者（ 改良住宅の入居

者にあっ ては，公営住宅の入居収入基準を超えない者を除く 。） 又は高額所得者の家賃の

減免及び徴収猶予は， 第２ 条（ 第１ 号， 第２ 号及び第５ 号を除く 。） 及び第３ 条の基準に

準じ て処理するも のと する。  

 （ 敷金の減免及び徴収猶予の基準）  

第５ 条 条例第 17 条第２ 項の規定による敷金の減免及び徴収猶予は，第２ 条及び第３ 条の

基準に準じ て処理するも のと する。  
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（ 減免の承認時期）  

第６ 条 家賃（ 収入超過者又は高額所得者の家賃を含む。 以下同じ 。） の減免は， 申請書を

受理し た日から 行う も のと する。  

 （ 適用除外）   

第７ 条 次の各号のいずれかに該当するも のについては， 第２ 条から 第４ 条までの規定に

かかわら ず， 家賃の減免又は徴収猶予は行わない。  

 一 知事から 住宅の転入居を指示さ れ， こ れに相当な理由がなく 従わない者。  

 二 不正行為による増築， 同居若し く は用途変更等の保管義務違反がある者。  

 （ 減免又は徴収猶予する期間等）  

第８ 条 減免期間は， １ 年以内（ 会計年度範囲内と する。） と し ， 必要に応じ 更新するも の

と する。  

２  徴収猶予期間は， ６ 月以内と する。 ただし ， 家賃に滞納がある場合における家賃の徴

収猶予期間は， その滞納期間を併せて６ 月を超えない範囲内と する。  

３  減免又は徴収猶予の承認事由について， 次に掲げる状況変更があっ たと きは変更事由

を証明する書類を提出さ せて更正するも のと し ， 減免又は徴収猶予し たこ と について，

その事実でないこ と が判明し たと きは承認を取り 消すも のと する。  

 一 生活保護法により ， 新たに住宅扶助を受けるよう になっ たと き又は住宅扶助を停止

さ れ若し く は廃止さ れたと き。  

 二 入居世帯員数に増減があっ たと き。  

 三 入居者の収入に増減があっ たと き。  

 四 家賃の減免又は徴収猶予を必要と し た事由がなく なっ たと き。  

 （ 申請手続）  

第９ 条 減免又は徴収猶予を受けよう と する者は，広島県県営住宅管理規則（ 平成 10 年広

島県規則第９ 号） 第 12 条第１ 項の規定による減免（ 徴収猶予） 申請書に， 次の各号に

掲げる証明書等を添付し て提出し なければなら ない。  

 一 第２ 条第１ 号の規定に該当する者は， 住宅扶助認定額を明記し た生活保護受給証明

書 

 二 第２ 条第２ 号の規定に該当する者は，最近１ 年間の収入を証明する書類，市(町・ 村)・

県民税課税台帳記載事項証明書（ 直近年度のも の， 以下同様と する。 ) 

 三 第２ 条第３ 号の規定に該当する者は， 診療を受けている医師の入院（ 通院） 証明書

及び本人負担分医療費証明書， 最近１ 年間の収入を証明する書類， 市（ 町・ 村）・ 県民

税課税台帳記載事項証明書 

 四 第２ 条第４ 号の規定に該当する者は， その者の居住地を管轄する消防署又は警察署

の損害証明書， 災害関連支出金を領収し た者のその領収を証する書類， 最近１ 年間の

収入を証明する書類， 市（ 町・ 村）・ 県民税課税台帳記載事項証明書 

 五 その他知事が必要と 認める書類 
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２  前項の証明書は，減免又は徴収猶予を受けよう と する理由が発生し た日から 60 日以内

に提出し なければなら ない。 ただし ， 知事において特別の事情があると 認めた場合は，

こ の限り でない。  

 （ 収入の認定）  

第 10 条 家賃及び敷金の減免又は徴収猶予に当たっ て認定する入居者の収入の種類は，生

活保護法に基づく 生活保護に当たっ て認定する収入の種類を準用する。  

 （ 実態調査）  

第 11 条 入居者から 減免又は徴収猶予の申請を受けた場合は，その当否を判断するため必

要に応じ て実態調査を行う も のと する。   

 （ 減免の承認等の手続）  

第 12 条 減免の承認は，提出さ れた申請書及び添付さ れた証明書等並びに実態調査の結果

等により 基準に該当する者について行い， 申請者に別記様式第１ 号により 通知する。 基

準に該当し ない者については， 不承認と し て申請者に別記様式第２ 号により 通知する。  

 （ 徴収猶予の承認等の手続）  

第 13 条 徴収猶予の承認又は不承認の審査方法及び手続は，前条の規定に準じ て行い，承

認は別記様式第３ 号， 不承認は別記様式第２ 号により 通知する。  

   附 則 

１  こ の要領は， 昭和 52 年３ 月１ 日から 施行する。 ただし ， 昭和 51 年 12 月１ 日から 昭

和 52 年３ 月 31 日までに提出さ れた昭和 51 年 12 月分から 昭和 52 年２ 月分までの相当

月分の係る第２ 条第２ 号に相当する申請で知事が必要と 認めたも のについては， 改正前

の要領第２ 条の規定にかかわら ず， 改正後の要領第２ 条の定めると こ ろによる。  

２  現に施行し ている県営住宅家賃減免等の基準並びに事務取扱要領は， 昭和 52 年２ 月

28 日をも っ て廃止する。  

   附 則 

 こ の要領は， 昭和 61 年４ 月１ 日から 施行する。  

   附 則 

 こ の要領は， 平成元年４ 月１ 日から 施行する。  

   附 則 

 こ の要領は， 平成元年 12 月１ 日から 施行する。  

 ただし ， 平成元年 11 月 30 日までに提出さ れた， 平成元年 12 月分から 平成２ 年３ 月分

までの相当月分に係る第２ 条第２ 号に相当する申請で， 知事が特に必要と 認めたも のにつ

いては， 改正前の要領第２ 条の規定にかかわら ず,改正後の要領第２ 条の定めると こ ろによ

る。 こ の場合の県営住宅家賃減免承認通知書は， 別記様式第４ 号による。  

   附 則 

 こ の要領は， 平成 10 年４ 月１ 日から 施行する。  

   附 則 

 こ の要領は， 平成 24 年６ 月 27 日から 施行する。  
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住  宅  名 
区分又は 
号館号室 

 

氏     名 

 
 

  

添付書類の確認票 
【共通】 

必  要  書  類 確 認 返 却 

県営住宅入居申込書 □ （  ） 

 
住民票等 

住民票の写し 
登録原票記載事項証明書 

住民票記載事項証明書 

 
□ 

 
（  ） 

課税台帳記載事項証明書（所得証明書） □ （  ） 

 
 
 
収入を証明する書類 

年金証書等 
源泉徴収票 
給与支給証明書 

確定申告の控え 
収支明細書 
雇用保険受給資格者証 

生活保護受給証明書 

 
 
 

□ 

 
 
 
（  ） 

県営住宅申込票 □ （  ） 

抽選通知用ハガキ・抽選結果通知用ハガキ □ （  ） 

【その他】 

必  要  書  類 確 認 返 却 

単身者 
戸籍謄本又は抄本 
自活状況申立書 

□ 
□ 

（  ） 
（  ） 

婚約中 

婚約証明書 

戸籍謄本又は抄本 
退職（予定）証明書等 

□ 

□ 
□ 

（  ） 

（  ） 
（  ） 

親族関係確認不可者 戸籍謄本 □ （  ） 

特組，単身者，裁量 ひとり親世帯        確認書類 □ （  ） 

階層等 心身障害者世帯（単身）     〃 □ （  ） 

 戦傷病者（単身）        〃 □ （  ） 

 原爆被爆者世帯（単身）     〃 □ （  ） 

 中国残留邦人等（単身）     〃 □ （  ） 

 引揚者世帯（単身）       〃 □ （  ） 

 災害，不良住宅撤去世帯     〃 □ （  ） 

 ハンセン病入所者等世帯（単身） 〃 □ （  ） 

 親子ペア            〃 □ （  ） 

 DV 被害者（単身）        〃 □ （  ） 
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誓  約  書 

 

１ 令和  年  月  日までに次の書類を提出します。 

  ※ 指定期日までに提出のない場合は、公開抽選の対象外となります。 

  【該当者氏名：                 】 

  ・住民票等   ・課税台帳記載事項証明書 

  ・収入を証明する書類   ・抽選通知用ハガキ、抽選結果通知用ハガキ 

  ・婚約証明書 

  ・その他（                           ） 

２ 入居可能日までに次の書類を提出します。 

  【該当者氏名：                 】 

・退職証明書（退職日が入居可能日より前のもの） 

３ 入居可能日から３か月以内に入籍し、婚姻確認書類を提出します。 

 

 以上の誓約を実行しないとき、又は、提出書類が申請内容と相違するときは、

入居の許可を取り消されても異議を申しません。 

 

              令 和   年   月   日 

 

 広島県             様 

 （〒  ‐                   ） 

 

              氏 名（自署）               
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県営住宅家賃減免判定表
号館 号室 裁量階層

年齢（現在） 年齢（学年）

1 85 85
2 48 48 ［収入額］
3 1 1 未就学 - 計 83,333
4 1 1 未就学 - 給与等収入
5 1,000,000 ÷12＝ 83,333
6 ÷12＝ 0
7 ÷12＝ 0
8 ÷12＝ 0

※下の母子加算の計算と連動 9 ÷12＝ 0
10 83,333

経過加算 年金
人数 基準額 別表4人 人数 逓減率 ÷12＝ 0

75 1 38,690 0 4人 0.6600 ÷12＝ 0
70 ～74 45,060 0 ÷12＝ 0
65 ～69 45,060 0 基準額 冬季加算 ÷12＝ 0
60 ～64 45,520 0 4人 - 48,900 4,580 ÷12＝ 0
41 ～59 1 45,520 0 10人以上/人 2,760 180 0
20 ～40 45,520 1090 48,900 4,580 児童扶養手当
18 ～19 45,520 2550 (月額)
15 ～17 47,790 1050 児童手当
12 ～14 47,790 1050 0 (月額)
6 ～11 45,060 0 その他
3 ～5 43,240 0 (月額)
0 ～2 2 43,240 0

4 170,690 0
［控除額］

第1類 逓減率 第2類 経過加算 特例加算 計 22,000
A：基準額 170,690 × 0.6600 ＋ 48,900 ＋ 0 ＋ 4,000 = 165,555 社会保険料

÷12＝ 0
B：基準額 157,874 ÷12＝ 0

÷12＝ 0
÷12＝ 0

C' 冬季加算1/5 C=C'＋冬季 ÷12＝ 0
A C 0

165,555 > 157,874 = 165,555 所得税
※端数調整後 ※上記C'は端数調整前 ÷12＝ 0

÷12＝ 0
9,130 ÷12＝ 0

13,790 ÷12＝ 0
8,480 ÷12＝ 0

45,760 0
22,880 住民税
26,810 ÷12＝ 0
17,870 ÷12＝ 0
15,690 ←障害の等級欄を入力したうえで入力 ÷12＝ 0
13,150 　　〃 ÷12＝ 0

←実費があれば金額を入力 ÷12＝ 0
10,190 0
10,190
14,520 基礎控除
10,190 1人目(月額)    = 22,000
10,190 2人目(月額)    = 0
14,520 3人目(月額)    = 0
18,800 (参考) 4人目(月額)    = 0
4,800 高校以下 2人 5人目(月額)    = 0
2,900 0人 22,000

医療費控除
÷12＝ 0

0
0 ～2 0
3 ～5 0
6 ～11 0

12 ～14 0
15 ～17 0
18 ～19 0

0 0
5,014
4,850

11,084
5,543

C D E C×0.3 家賃（F）
166,480 + 0 + 0 + 49,944 + 20,000 　

［収入額］ 計 83,333 - ［控除額］ 計 22,000

承認の場合の減免率（％）　　

日割計算（減免期間の始まりが月の中途となった時は、その月の家賃は日割で計算します）
a b c d e f g h i＝(a*f+e*g)/h （一円未満の端数切捨て）

基本家賃 減免率 減免開始日 減免額
減免後
月額家賃

減免前
日数

減免後
日数

日割月
日数

20,000 70% R7.4.1  14,000 6,000 0 30 30 6,000

収入認定額　H　内訳

令和７年４月１日施行【単位：円】

住宅コード

～

減免期間

家賃（F）

20,000 円
点検者　　印　

R7.4.1 R8.3.31

受理日

特記事項

※基礎控除算出のため、給与等
収入の欄は額の高いものから順
に記載すること。

  第1子及び第2子

児童1人目

児童3人目以上

165,555

② 母子加算の対象となる者が２人以下で
あって、当該母子加算の対象となる者がす
べて入院・入所中である場合の加算額

入院・入所者数

※障害者加算と母子加算の重
複調整（下記★）に注意！

小学校終了前

4人世帯

① ３人以上の世帯であって、母子加算の対象と
なる者が１人のみいる世帯の加算額
（例：三世代同居の世帯や子２人のうち長子が高
校を卒業した３人世帯など）

母子加算経過措置

0

妊娠6か月以上
産婦（出産後6か月まで）
医療特別手当受給者

166,480

障害3級，国民年金法2級，　精神障害2級，知的障害○B
上記に加えて，日常生活において常時介護が必要

中学生

0

0

妊娠6か月未満

特別手当受給者

住宅名

0

年齢

合計

入居者氏名

70

減免額

916

基
準
生
活
費
　
Ｃ

減免率（H）

14,000

S51.08.18
R06.01.01
R06.01.01

① 一般　2 生保　9 その他 ① 減免率　2 減免後額

6,000

R7.4.1
入
居
者
情
報

0
障害1,2級等で同一世帯者が介護　（ア）

30～40未満 40以上

G

15～20未満

H≧G

教育費
E

　 　

収入認定額　H

　

61,333 円/月

20～30未満

※社会保険料、所得税及び住民
税の欄の記載順は、給与等収入
（年金）に一致させること。

236,420 円/月

H＜G

　　　適用する減免率 70 ％

中学校

児童計

計算  ( 20,000 × 0 + 6,000 × 30 ) ÷ 30

減免基準額　G

小学校

74.05%=

減免基準額に満たない額の

（G－H）×100
減免基準額に対する割合

0～5未満

　

5～10未満 10～15未満

★障害者加算又は母子加算について、同一の者がいずれの加算事由にも該当する場合には、いずれか高い加算額（同額の場合にはいずれか一方の加
算額）を算定するものとし、相当期間にわたり加算額の全額を必要としないものと認められる場合には、当該加算額の範囲内において必要な額を算定する
ものとする。ただし、障害者加算のうち、上記表中（ア）又は（イ）に該当することにより行われる障害者加算額及び母子加算のうち児童が2人以上の場合に
児童1人につき加算する額は、重複調整を行わないで算定するものとする。

基準費
給食費
基準費
給食費

0

各
種
加
算
　
D

介護人をつけるための費用がいる　（イ）※70,360円以内で実費

放射線障害者加算

児童2人目

障害1･2級，国民年金法1級，精神障害1級，知的障害○A，A

18歳に達する日以後の最初の3月31日までの児童又は20歳未
満の障害児を養育しなければならない場合

中学校終了～18歳に達し最初の3/31まで

3歳未満
中学校終了～18歳に達し最初の3/31まで

3歳以上～中学校終了前

母子加算

減免方法

減免後の家賃

％

基準日　現在年齢 R7.4.1

第1類 第1類_逓減率

母子加算 <対　象>

<対　象>

うち18歳以降最初の3/31まで

円

生年月日

児童養育加算

妊産婦加算

S15.02.01

障害者加算

合計

基準日　学年計算

減免区分

減免基準額　G　内訳

減免理由
① 収入低額　2 疾病　3 生保　4 災害　9 その他

【1級地-2】広島市，呉市，福山市

 第3子以降

1-2

円

学年

人数
第2類
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円 円 円 円 円 円
0 ～ 15,000 0 ～ 15,000 0 ～ 15,000

15,001 ～ 15,199 15,001 ～ 15,199 15,000
15,200 ～ 18,999 15,200 15,000
19,000 ～ 22,999 15,600 15,000
23,000 ～ 26,999 16,000 15,000
27,000 ～ 30,999 16,400 15,000
31,000 ～ 34,999 16,800 15,000
35,000 ～ 38,999 17,200 15,000
39,000 ～ 42,999 17,600 15,000
43,000 ～ 46,999 18,000 15,300
47,000 ～ 50,999 18,400 15,640
51,000 ～ 54,999 18,800 15,980
55,000 ～ 58,999 19,200 16,320
59,000 ～ 62,999 19,600 16,660
63,000 ～ 66,999 20,000 17,000
67,000 ～ 70,999 20,400 17,340
71,000 ～ 74,999 20,800 17,680
75,000 ～ 78,999 21,200 18,020
79,000 ～ 82,999 21,600 18,360
83,000 ～ 86,999 22,000 18,700
87,000 ～ 90,999 22,400 19,040
91,000 ～ 94,999 22,800 19,380
95,000 ～ 98,999 23,200 19,720
99,000 ～ 102,999 23,600 20,060

103,000 ～ 106,999 24,000 20,400
107,000 ～ 110,999 24,400 20,740
111,000 ～ 114,999 24,800 21,080
115,000 ～ 118,999 25,200 21,420
119,000 ～ 122,999 25,600 21,760
123,000 ～ 126,999 26,000 22,100
127,000 ～ 130,999 26,400 22,440
131,000 ～ 134,999 26,800 22,780
135,000 ～ 138,999 27,200 23,120
139,000 ～ 142,999 27,600 23,460
143,000 ～ 146,999 28,000 23,800
147,000 ～ 150,999 28,400 24,140
151,000 ～ 154,999 28,800 24,480
155,000 ～ 158,999 29,200 24,820
159,000 ～ 162,999 29,600 25,160
163,000 ～ 166,999 30,000 25,500
167,000 ～ 170,999 30,400 25,840
171,000 ～ 174,999 30,800 26,180
175,000 ～ 178,999 31,200 26,520
179,000 ～ 182,999 31,600 26,860
183,000 ～ 186,999 32,000 27,200
187,000 ～ 190,999 32,400 27,540
191,000 ～ 194,999 32,800 27,880
195,000 ～ 198,999 33,200 28,220
199,000 ～ 202,999 33,600 28,560
203,000 ～ 206,999 34,000 28,900
207,000 ～ 210,999 34,400 29,240
211,000 ～ 214,999 34,800 29,580
215,000 ～ 218,999 35,200 29,920
219,000 ～ 222,999 35,600 30,260
223,000 ～ 226,999 36,000 30,600
227,000 ～ 230,999 36,400 30,940
231,000 ～ （※） （※）

※　収入金額が231,000円以上の場合は、収入金額が4,000円増加するごと
に、１人目については400円、２人目以降については340円を控除額に加算
する。

基礎控除額表（月額）
収入金額別区分 １人目 ２人目以降
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収入申告 

１ 収入申告書の提出 

  次年度の家賃を決定するため、毎年６月頃に「収入申告書」の用紙を入居者に配布します。入居者の義務と

して、家族全員の収入を証する書類などを添付し、提出を受けます。 

  なお、申告されない場合及び収入を証する添付書類が不足している場合は、最も高い家賃となります。 

 

２ 収入認定 

  収入申告の結果、「収入認定」を行い、次年度の家賃額をお知らせします。 

 

３ 収入認定の更正又は再認定 

  収入の認定に異議がある場合は、収入の更正を求めることができます。また、収入認定後に同居者の人数の

増減など状況の変化が発生した場合は、再認定を申請することができます。 

 

○ フロー図（収入申告から家賃が決まるまで） 

６月 

入居者は、県が発行した収入申告書（指定管理者が入居者へ送付）が送られてきたら、収

入を証する書類（課税台帳記載事項証明書や源泉徴収票など）などの必要書類を市町村や

勤務先から取得します。 

                    ↓ 

７月下旬 
入居者は、収入申告書及び収入を証する書類などの必要書類を取得後、指定管理者へ提出

します。 

                    ↓ 

８月 

～ 

11月 

県及び指定管理者で提出された収入申告書の確認作業を行い、収入の認定と家賃の決定作

業を行います。 

                    ↓ 

12 月 

 

県が来年４月から１年間の家賃を収入認定及び家賃決定の通知作成後、指定管理者から入

居者へ送付します。 

この通知の内容について、誤りがあれば訂正し、再度家賃等に関する通知を行います。 

                    ↓ 

次年度の 

４月から 
家賃の額については、毎年見直しするため変動があります。 

 

○ 必要な添付書類（収入を証する書類、裁量階層であることを証する書類など） 

 ① 本人はもちろんのこと、入居されている方で１６歳以上（高校生を含む）の全員について、次ページの区

分に応じて必要な書類を提出してください。 

 ② 入居している方が異動している場合の手続は、次のとおりです。 

子どもが生まれた 
住民票の写しを収入申告書に添付 

（既に県に異動届を提出済の方は提出不要です） 

同居者が死亡、転出し

て い る 場 合 

住民票の除票の写しを収入申告書に添付 

（既に県に異動届を提出済の方は提出不要です） 

 ③ 次に該当する場合は、別に手続きが必要です。なお、既に県に必要な手続を取っている場合は不要です。 

名 義 人 が 転 出 又 は 死 亡 し た 場 合 入居承継手続 

新しい同居者が同居し ている場 合 同居申請手続 

(注) 転出とは、名義人の離婚等で住民票等で異動が確認できる場合あり、単身赴任等は含みません。 
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添 付 書 類 一 覧 表 

収入の有無・裁量階層等の区分 区         分 必 要 な 書 類 

Ⅰ 収入のある方 

(ｱ) 令和６年１月１日から現

在まで勤務先などに異動が

ない人 

給与収入の方 ①  令和６年度課税台帳記載事項証明書 

②  令和５年分の源泉徴収票の写し（これらの書類のいずれか一つ） 

事業収入の方 ① 令和６年度課税台帳記載事項証明書 
② 令和５年確定申告書の写し（これらの書類のいずれか一つ） 

(ｲ) 令和６年１月２日から現

在までに次の変化があった

人 

給与収入の方 

 転職又は新たに就職をした 

 (パート又はアルバイトを含む) 

収入申告書の裏面にある「給与支給証明書」に現在の勤務先で証明を受けて提

出してください。 

事業収入の方 提出書類については、窓口にお問い合わせください。 

(ｳ) 年金・恩給の方 ① 令和６年度課税台帳記載事項証明書 

② 令和５年分の源泉徴収票の写し 

③ 年金、恩給の振込通知書の写し（これらの書類のいずれか一つ） 

(ｴ) 上記(ｱ)～(ｳ)の複数の収入がある方 (ｱ),(ｲ),(ｳ)それぞれに該当する収入を証する書類をすべて提出してください。 

（ただし、課税台帳記載事項証明書を添付する場合はそれだけで可。） 

Ⅱ 収入のない方 (ｱ) 専業主婦など無収入の方  Ａ 専業主婦の方や収入のない１６歳以上の方（高校生を含む）は、課税台帳

記載事項証明書を提出してください。 

Ｂ 失業中の方や退職して無職となった方は、「雇用保険受給資格者証」の写し、

離職票又は退職された会社の証明書等を提出してください。 

(ｲ) 現在生活保護を受けている方  生活保護受給証明書 

Ⅲ 裁量階層の方 Ａ 身体障害者（１級～４級） 身体障害者手帳の写し 

Ｂ 精神障害者（１級・２級） 精神障害者保健福祉手帳の写し 

Ｃ 知的障害者（最重度・重度・中度） 療育手帳の写し 

Ｄ 高齢者（令和５年１０月１日現在、名義人が６０歳以上の方。

なお、同居者がいる場合には、そのいずれもが６０歳以上、又は

１８歳未満のとき。） 

住民票の写し（同居者がいる場合は全員） 

（ただし、過去の収入申告時に提出された方は提出する必要はありません。） 

Ｅ 戦傷病者（特別項症から第６症項まで、第１款症） 戦傷病者手帳の写し 

Ｆ 原爆被爆者（医療給付受給者に限る。健康管理手当受給者は除

く。） 

医療特別手当証書又は特別手当証書の写し 

Ｇ 引揚者（引揚後５年間） 引揚証明書の写し 

Ｈ ハンセン病療養所入所者等（「ハンセン病療養所入所者等に

対する補償金の支給等に関する法律」第２条に規定する方）」 

ハンセン病療養所入所者等であることの証明 

Ｉ 同居者に18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあ

る者がいる世帯 

住民票の写し（同居者がいる場合は全員） 

（ただし、過去の収入申告時に提出された方は提出する必要はありません。） 

Ⅳ 別居扶養親族及び特別控除に該当する方 別居扶養控除又は特別控除に該当することを証する書類を添付してください。 
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